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各   位 

会 社 名 株式会社 池田泉州ホールディングス 

代表者名 取締役社長 藤 田 博 久 

(コード番号 ８７１４  東証第１部） 

問合せ先 企画部長  入 江  努 

(ＴＥＬ ０６－４８０２－００１３) 
 

平成 30 年３月期第１四半期末 自己資本比率について 
 

平成30年３月期第１四半期末（平成29年６月末）の自己資本比率を算出いたしましたので、お知らせ 

いたします。 

記 

 
（１）池田泉州ホールディングス（国内基準） 

（百万円） 

 29 年 6 月末 29 年 3 月末 28 年 6 月末 

 29年3月末比 28 年 6 月末比 

自己資本比率 (％) 10.64 0.05 0.04 10.59 10.60 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 261,401 △584 △29,233 261,985 290,634 

 基礎項目 (Ａ) 273,609 212 △25,806 273,397 299,415 

 うち、普通株、内部留保 218,004 2,308 3,643 215,696 214,361 

うち、引当金 8,832 △1,128 △4,869 9,960 13,701 

うち、適格旧非累積的永久優先株 15,000 － － 15,000 15,000 

うち、適格旧資本調達手段 28,260 △1,030 △25,877 29,290 54,137 

調整項目 (Ｂ) 12,208 796 3,427 11,412 8,781 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,456,461 △16,653 △282,975 2,473,114 2,739,436 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 98,258 △666 △11,319 98,924 109,577 

 
（２）池田泉州銀行（国内基準） 

 
① 連結                                      （百万円） 

 29 年 6 月末 29 年 3 月末 28 年 6 月末 

 29年3月末比 28 年 6 月末比 

自己資本比率 (％) 10.52 0.04 △0.57 10.48 11.09 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 258,191 △863 △45,767 259,054 303,958 

 基礎項目 (Ａ) 270,104 △11 △42,181 270,115 312,285 

 うち、普通株、内部留保 230,995 2,143 3,008 228,852 227,987 

うち、引当金 8,832 △1,128 △4,869 9,960 13,701 

うち、適格旧非累積的永久優先株  － － － － － 

うち、適格旧資本調達手段 28,260 △1,030 △41,497 29,290 69,757 

調整項目 (Ｂ) 11,912 852 3,586 11,060 8,326 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,453,954 △16,101 △284,901 2,470,055 2,738,855 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 98,158 △644 △11,396 98,802 109,554 

 
② 単体                                      （百万円） 

 29 年 6 月末 29 年 3 月末 28 年 6 月末 

 29年3月末比 28 年 6 月末比 

自己資本比率 (％) 9.90 0.13 △0.13 9.77 10.03 

自己資本 (Ａ)－(Ｂ) 236,770 359 △36,226 236,411 272,996 

 基礎項目 (Ａ) 246,774 1,003 △33,796 245,771 280,570 

 うち、普通株、内部留保 218,045 2,832 2,563 215,213 215,482 

うち、引当金 1,729 △1,828 △3,768 3,557 5,497 

うち、適格旧非累積的永久優先株 － － － － － 

うち、適格旧資本調達手段 27,000 － △32,590 27,000 59,590 

調整項目 (Ｂ) 10,004 645 2,431 9,359 7,573 

リスク・アセット等 (Ｃ) 2,389,678 △28,840 △330,034 2,418,518 2,719,712 

総所要自己資本額 (Ｃ×４％) 95,587 △1,153 △13,201 96,740 108,788 
 

 (注) 平成 29 年３月末から、信用リスク・アセットの算出につきましては、基礎的内部格付手法(FIRB)を採用して 

おります。平成 28 年６月末につきましては、標準的手法(SA)により算出しております。 
以 上 


